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主要な事業の内容

事業区分 サービス名称
または運営会社 内　容

価 格 . c o m 事 業
価 格 . c o m 購買支援サイト
カ カ ク コ ム ・
イ ン シ ュ ア ラ ン ス 保険の募集代理・媒介事業

食 べ ロ グ 事 業 食 べ ロ グ レストラン検索・予約サービス
求 人 ボ ッ ク ス 事 業 求 人 ボ ッ ク ス 求人情報の一括検索サービス

インキュベーション事業

ス マ イ テ ィ 不動産住宅情報サイト

タ イ ム デ ザ イ ン ダイナミックパッケージ予約プラットフォームの開発・
提供

バ ス 比 較 な び 全国の高速バス・夜行バス・バスツアーの料金比較サイ
ト

フ ォ ー ト ラ ベ ル 旅行のクチコミと比較サイト
i c o ｔ t o 旅行記事メディア・ホテル予約サイト
キ ナ リ ノ ライフスタイルメディア
L i P L U S
ホ ー ル デ ィ ン グ ス ホームサービスのマッチングプラットフォーム
ス マ イ テ ィ ・
リ ア ル エ ス テ ー ト 不動産の賃貸及びその仲介業務

主要な事業の内容（2026年３月31日現在）
　当社グループは、価格.com、食べログ、求人ボックス、インキュベーションの各事業を通じて、
幅広い領域において生活者視点のサービスを展開しております。

　事業部門別の主要な事業内容は以下のとおりです。
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主要な営業所、主要な借入先の状況、従業員の状況

名　称 所在地
本 社 東京都渋谷区恵比寿南三丁目５番７号
渋 谷 オ フ ィ ス 東京都渋谷区宇田川町15番１号
関 西 支 社 大阪府大阪市北区大深町２番２号
九 州 支 社 福岡県福岡市中央区渡辺通五丁目24番32号

主要な営業所（2026年３月31日現在）

主要な借入先の状況（2026年３月31日現在）
　該当事項はありません。

事業区分 従業員数 前連結会計年度末比増減
価 格 . c o m 事 業 465  （31）名 増減なし（12名減）
食 べ ロ グ 事 業 361（270）名 7名増（25名増）
求 人 ボ ッ ク ス 事 業 183  （61）名 55名増（55名増）
イ ン キ ュ ベ ー シ ョ ン 事 業 244  （16）名 11名増（  2名増）
全 社 （ 共 通 ） 168    （8）名 33名減（  2名減）

合　計 1,421（386）名 40名増（68名増）

従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
1,152（365）名 12名増（64名増） 37.3歳 6.6年

従業員の状況（2026年３月31日現在）
① 企業集団の従業員の状況

（注）1. 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は年間の平均人員を（　）外数で記載しております。
2. 全社（共通）として記載している従業員数は、特定の事業に区分できない管理部門に所属しているものであります。

② 当社の従業員の状況

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は年間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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会社の株式に関する事項

⑴ 発行可能株式総数 768,000,000株

⑵ 発行済株式の総数 198,218,300株

⑶ 株主数 12,605名 （前期末比 787名増）

株主名 持株数 持株比率
株式会社デジタルガレージ 40,917,700株 20.68%
KDDI株式会社 35,016,000株 17.70%
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 20,251,500株 10.24%
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 7,763,700株 3.92%
UBS AG LONDON A/C IPB SEGREGATED CLIENT
ACCOUNT 5,773,828株 2.92%
GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 4,921,338株 2.49%
JPMSPLC CLIENT ASSETS SK JPY 4,478,091株 2.26%
JPモルガン証券株式会社 3,833,367株 1.94%
BNP PARIBAS LONDON BRANCH FOR PRIME
BROKERAGE SEGREGATION ACC FOR THIRD PARTY 2,937,036株 1.48%
MSIP CLIENT SECURITIES 2,925,535株 1.48%

株式数 交付対象者数
取締役（監査等委員である取締役及
び非業務執行取締役を除く） 55,679株 　　３名

会社の株式に関する事項（2026年３月31日現在）

⑷ 大株主（上位10名）

（注）持株比率は、自己株式（382,033株）を控除して計算しております。

⑸ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

（注）１. 当社の株式報酬の内容につきましては、招集ご通知 事業報告「2.会社役員に関する事項」「(2)取締役及び監査役
の報酬等」「②当事業年度に係る報酬等の総額等」に記載しております。

２. 当社は、2024年６月19日開催の第27回定時株主総会決議に基づき、譲渡制限付株式報酬制度を導入いたしまし
た。これを受け、2025年６月19日開催の取締役会において譲渡制限付株式報酬として自己株式の処分を決議し、
同年７月17日付で上記のとおり処分を行っております。
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会社の新株予約権等に関する事項

新株予約権の数 目的となる株式の数 保有者数
取締役（監査等委員である取締役及び
非 業 務 執 行 取 締 役 を 除 く ） 43個 4,300株 １名

新株予約権の数 目的となる株式の数 保有者数
取締役（監査等委員である取締役及び
非 業 務 執 行 取 締 役 を 除 く ） 62個 6,200株 １名

会社の新株予約権等に関する事項
⑴ 当事業年度の末日に当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状
況
第８回新株予約権（2016年６月23日開催の定時株主総会決議に基づく2016年８月17日開催
の取締役会決議によるもの）
・新株予約権の払込金額
１個当たり　　167,000円（１株当たり1,670円）

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
１個当たり　　100円（１株当たり１円）

・新株予約権を行使することができる期間
2016年９月２日から2046年９月１日まで

・当社役員の保有状況

第10回新株予約権（2016年６月23日開催の定時株主総会決議に基づく2017年７月19日開
催の取締役会決議によるもの）
・新株予約権の払込金額
１個当たり　　131,900円（１株当たり1,319円）

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
１個当たり　　100円（１株当たり１円）

・新株予約権を行使することができる期間
2017年８月４日から2047年８月３日まで

・当社役員の保有状況
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会社の新株予約権等に関する事項

新株予約権の数 目的となる株式の数 保有者数
取締役（監査等委員である取締役及び
非 業 務 執 行 取 締 役 を 除 く ） 56個 5,600株 １名

新株予約権の数 目的となる株式の数 保有者数
取締役（監査等委員である取締役及び
非 業 務 執 行 取 締 役 を 除 く ） 93個 9,300株 ２名

第11回新株予約権（2016年６月23日開催の定時株主総会決議に基づく2018年８月15日開
催の取締役会決議によるもの）
・新株予約権の払込金額
１個当たり　　192,600円（１株当たり1,926円）

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
１個当たり　　100円（１株当たり１円）

・新株予約権を行使することができる期間
2018年９月４日から2048年９月３日まで

・当社役員の保有状況

第13回新株予約権（2016年６月23日開催の定時株主総会決議に基づく2019年７月17日開
催の取締役会決議によるもの）
・新株予約権の払込金額
１個当たり　　231,600円（１株当たり2,316円）

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
１個当たり　　100円（１株当たり１円）

・新株予約権を行使することができる期間
2019年８月５日から2049年８月４日まで

・当社役員の保有状況
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会社の新株予約権等に関する事項

新株予約権の数 目的となる株式の数 保有者数
取締役（監査等委員である取締役及び
非 業 務 執 行 取 締 役 を 除 く ） 82個 8,200株 ２名

新株予約権の数 目的となる株式の数 保有者数
取締役（監査等委員である取締役及び
非 業 務 執 行 取 締 役 を 除 く ） 69個 6,900株 ２名

第14回新株予約権（2016年６月23日開催の定時株主総会決議に基づく2020年７月15日開
催の取締役会決議によるもの）
・新株予約権の払込金額
１個当たり　　238,600円（１株当たり2,386円）

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
１個当たり　　100円（１株当たり１円）

・新株予約権を行使することができる期間
2020年８月５日から2050年８月４日まで

・当社役員の保有状況

第15回新株予約権（2021年６月17日開催の定時株主総会決議に基づく2021年7月21日開催
の取締役会決議によるもの）
・新株予約権の払込金額
１個当たり　　301,200円（１株当たり3,012円）

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
１個当たり　　100円（１株当たり１円）

・新株予約権を行使することができる期間
2021年８月６日から2051年８月４日まで

・当社役員の保有状況
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会社の新株予約権等に関する事項

新株予約権の数 目的となる株式の数 保有者数
取締役（監査等委員である取締役及び
非 業 務 執 行 取 締 役 を 除 く ) 94個 9,400株 ２名

新株予約権の数 目的となる株式の数 保有者数
取締役（監査等委員である取締役及び
非 業 務 執 行 取 締 役 を 除 く ) 111個 11,100株 ２名

第17回新株予約権（2021年６月17日開催の定時株主総会決議に基づく2022年７月20日開
催の取締役会決議によるもの）
・新株予約権の払込金額
１個当たり　　246,500円（１株当たり2,465円）

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
１個当たり　　100円（１株当たり１円）

・新株予約権を行使することができる期間
2022年８月５日から2052年８月２日まで

・当社役員の保有状況

第18回新株予約権（2021年６月17日開催の定時株主総会決議に基づく2023年７月19日開
催の取締役会決議によるもの）
・新株予約権の払込金額
１個当たり　　172,900円（１株当たり1,729円）

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
１個当たり　　100円（１株当たり１円）

・新株予約権を行使することができる期間
2023年８月７日から2053年８月６日まで

・当社役員の保有状況
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会社の新株予約権等に関する事項

新株予約権の数 目的となる株式の数 保有者数
取締役（監査等委員である取締役及び
非 業 務 執 行 取 締 役 を 除 く ) 8,890個 889,000株 ３名

新株予約権の数 目的となる株式の数 交付者数

上級執行役員（取締役兼務者を除く） 3,994個 399,400株 ７名

第19回新株予約権（2025年５月21日開催の取締役会決議によるもの）
・新株予約権の払込金額
１個当たり　　83,700円（１株当たり837円）

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
１個当たり　　253,800円（１株当たり2,538円）

・新株予約権を行使することができる期間
2029年６月１日から2033年９月30日まで

・当社役員の保有状況

⑵ 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
第19回新株予約権（2025年５月21日開催の取締役会決議によるもの）
・新株予約権の払込金額
１個当たり　　83,700円（１株当たり837円）

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
１個当たり　　253,800円（１株当たり2,538円）

・新株予約権を行使することができる期間
2029年６月１日から2033年９月30日まで

・当社使用人等の交付状況
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会社の新株予約権等に関する事項

新株予約権の数 目的となる株式の数 交付者数

使 用 人 4,530個 453,000株 317名

子 会 社 の 取 締 役 120個 12,000株 ４名

第20回新株予約権（2025年６月18日開催の取締役会決議によるもの）
・新株予約権の払込金額
新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しない。

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
１個当たり　　265,000円（１株当たり2,650円）

・新株予約権を行使することができる期間
2027年７月24日から2035年６月17日まで

・当社使用人等の交付状況
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責任限定契約の内容の概要、役員等賠償責任保険契約の内容の概要、社外役員に関する事項

責任限定契約の内容の概要
　当社は、各社外取締役との間で、会社法第427条第１項及び定款の規定に基づき、会社法第423条
第１項の賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。

役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し
ております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社及び子会社の全ての役員及び従業員であり、被保
険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約により、会社役員としての業務につき行った行為
に起因して、損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害（損害賠償金及び争訟費用）
を填補することとしております。ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにする
ため、犯罪行為や意図的に違法行為を行った場合には填補の対象としないこととしております。

社外役員に関する事項（2026年３月31日現在）
① 他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　取締役加藤智治氏は、まん福ホールディングス㈱の代表取締役社長及びVISION UNITED㈱
の取締役であります。なお、両社と当社との間には特記すべき関係はありません。
　取締役門脇誠氏は、KDDI㈱の執行役員及び㈱KDDI総合研究所の取締役であります。KDDI
㈱は当社の大株主であるとともに、当社のその他の関係会社であります。また、同社は当社と
の間で、業務提携に関する基本契約を締結しております。なお、㈱KDDI総合研究所と当社と
の間には、特記すべき関係はありません。
　取締役岩瀬大輔氏は、㈱ベネッセホールディングスの代表取締役及び㈱ベネッセコーポレー
ションの代表取締役会長兼社長であります。なお、両社と当社との間には特記すべき関係はあ
りません。

② 他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
　取締役加藤智治氏は、大豊建設㈱の社外取締役であります。なお、同社と当社との間には特
記すべき関係はありません。
　取締役木下雅之氏は、㈱アルファドライブの社外取締役であります。なお、同社と当社との
間には特記すべき関係はありません。
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責任限定契約の内容の概要、役員等賠償責任保険契約の内容の概要、社外役員に関する事項

　取締役（監査等委員）井上美樹氏は、㈱デコルテ・ホールディングスの常勤社外監査役であ
ります。なお、同社と当社との間には特記すべき関係はありません。

③ 当事業年度における主な活動状況
　取締役加藤智治氏は、多様な業種における業務執行者及び経営者としての経験に基づき、取
締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言及び業務執行のモニタリング
体制を強化するための助言・提言についての役割を期待されておりましたところ、当事業年度
開催の取締役会17回全てに出席し、これらの職務を適切に行い、同氏に期待される役割を適
切に果たしております。また諮問機関である指名・報酬委員会の委員として当社の取締役の選
任議案や取締役の個人別の報酬等の内容等につき、客観的・中立的立場で関与いただいており
ます。
　取締役木下雅之氏は、国際ビジネスの経験や総合商社の経営企画、CIO及びCPOとしての豊
富な知見と経営者として培われた幅広い見識に基づき、取締役会の意思決定の妥当性・適正性
を確保するための助言・提言及び業務執行のモニタリング体制を強化するための助言・提言に
ついての役割を期待されておりましたところ、当事業年度開催の取締役会17回全てに出席
し、これらの職務を適切に行い、同氏に期待される役割を適切に果たしております。また諮問
機関である指名・報酬委員会の委員長として当社の取締役の選任議案や取締役の個人別の報酬
等の内容等につき、客観的・中立的立場で関与いただいております。
　取締役門脇誠氏は、KDDI㈱において長年にわたり個人向け通信サービス及びライフデザイ
ンサービス事業に携わった豊富な経験と、情報通信技術に関する知見に基づき、取締役会の意
思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言及び業務執行のモニタリング体制を強化
するための助言・提言についての役割を期待されておりましたところ、当事業年度開催の取締
役会17回全てに出席し、これらの職務を適切に行い、同氏に期待される役割を適切に果たし
ております。
　取締役岩瀬大輔氏は、グローバル企業における豊富な企業経験と幅広い知見に基づき、取締
役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言及び業務執行のモニタリング体
制を強化するための助言・提言についての役割を期待されておりましたところ、当事業年度開
催の取締役会17回のうち16回に出席し、これらの職務を適切に行い、同氏に期待される役割
を適切に果たしております。また諮問機関である指名・報酬委員会の委員として当社の取締役
の選任議案や取締役の個人別の報酬等の内容等につき、客観的・中立的立場で関与いただいて
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責任限定契約の内容の概要、役員等賠償責任保険契約の内容の概要、社外役員に関する事項

おります。
　取締役（監査等委員）梶木壽氏は、弁護士としての専門知識と他社の社外役員としての経験
に基づき、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言及び業務執行の
モニタリング体制を強化するための助言・提言についての役割を期待されておりましたとこ
ろ、当事業年度開催の取締役会17回のうち、監査役として４回、監査等委員として13回出席
し、これらの職務を適切に行い、同氏に期待される役割を適切に果たしております。また、当
事業年度開催の監査役会２回全て、監査等委員会７回全てに出席し、当社の内部統制ならびに
内部監査について適宜必要な発言を行っております。
　取締役（監査等委員）井上美樹氏は、公認会計士としての専門知識と他社の社外役員として
の経験に基づき、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言及び業務
執行のモニタリング体制を強化するための助言・提言についての役割を期待されておりました
ところ、2025年６月19日就任以降、当事業年度に開催された取締役会13回全てに出席し、
これらの職務を適切に行い、同氏に期待される役割を適切に果たしております。また、2025
年６月19日就任以降、当事業年度に開催された監査等委員会７回全てに出席し、当社の内部
統制ならびに内部監査について適宜必要な発言を行っております。
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会計監査人の状況

① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 52百万円
② 当社及び子会社の支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 52百万円

会計監査人の状況
⑴ 会計監査人の名称　　　EY新日本有限責任監査法人

⑵ 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬
等の額を区分しておりませんので、①の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めて記載し
ております。

2. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適
切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、相当であるものと判断し、会計監査人の報酬等につ
いて同意の判断をいたしました。

⑶ 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

⑷ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目のいずれかに該当すると認め
られる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、監査等委員会が会計監査人を解任いたします。
この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、
会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
　なお、監査等委員会は、会計監査人の継続監査年数等を勘案し、株主総会に提出する会計監査
人の解任または不再任に関する議案の内容の決定を行います。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴ 業務の適正を確保するための体制
① 取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制
イ. 当社は、適正かつ健全な経営を実現するべく、取締役・使用人が国内外の法令、社内規

程、社会規範・倫理等のルールを遵守した行動をとるためのコンプライアンス体制を確立
する。また、その徹底を図るため、法務部においてコンプライアンスの取り組みを横断的
に統括することとし、同本部を中心に役職員教育等を行う。内部監査部は、法務部と連携
のうえ、コンプライアンスの状況を監査する。これらの活動は定期的に取締役会及び監査
等委員会に報告されるものとする。

ロ. 当社は、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、外部の
専門家と連携して、毅然とした姿勢で組織的かつ法的に対応し、一切の関係を持たない。
また、不当・不法な要求には応じず、利益供与は行わない。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役は、文書取扱規程に従い、取締役の職務執行または取締役が使用人を用いて職務執行
する場合の使用人の行為に係る情報を文書または電磁的媒体（以下、文書等という。）に記録
し、保存する。取締役及び内部監査部は、文書取扱規程により、これらの文書等を閲覧できる
ものとする。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　コンプライアンスならびに情報セキュリティに係るリスクについては、規則・ガイドライン
の制定、研修の実施等を行うものとし、組織横断的リスク状況の監視及び全社的対応は法務
部、個人情報保護部及びシステムプラットフォーム部が行うものとする。新たに生じた重要な
リスクについては、取締役会において速やかに対応責任者となる取締役を定めるものとする。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役会は、取締役・使用人が共有する全社的な目標を定め、業務担当取締役はその目標達
成のために各部門の具体的目標及び会社の権限分配・意思決定ルールに基づく権限分配を含め
た効率的な達成の方法を定め、ＩＴを活用して取締役会が定期的に進捗状況をレビューして、
改善を促すことを内容とする、全社的な業務効率化を実現するシステムを構築するものとす
る。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ. 当社は、グループ各社に役職員等を派遣し、当社の役職員等がグループ各社の取締役等に
就くことにより、当社がグループ各社の業務の適正を監視し、また職務執行の効率性に関
する課題を把握して改善できる体制を確立する。また、グループ各社の事業に関して責任
を負う取締役を任命し、法令遵守体制、リスク管理体制を構築する権限と責任を与え、当
社のグループ各社の管理を担当する部門はこれらを横断的に推進し、管理するものとす
る。当社は、グループ各社の経営については、その自主性を尊重しつつ、グループ各社か
ら事業内容の定期的な報告を受け、またグループ各社の重要案件について事前協議を行う
ものとする。

ロ. 当社の内部監査部が定期的にグループ各社の内部監査を実施し、監査の結果を当社の代表
取締役社長及び監査等委員会に報告する体制を確立する。

ハ. 当社は、グループ各社において法令及び社内規程に違反またはその懸念がある事象が発生
あるいは発覚した場合、速やかに当社のグループ各社の管理を担当する部門に報告する体
制を確立する。

⑥ 監査等委員会がその職務を補助すべき取締役及び使用人を置くことを求めた場合における当
該取締役及び使用人に関する事項ならびにその取締役及び使用人の取締役（当該取締役及び
監査等委員である取締役を除く。）からの独立性及びその取締役及び使用人に対する指示の
実効性の確保に関する事項
　監査等委員会は、内部監査部所属の使用人に監査業務に必要な事項を命令することができる
ものとし、監査等委員会より監査業務に必要な命令を受けた使用人はその命令に関して、取締
役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮命令を受けないものとする。
　なお、監査等委員会が要請を行った時は、代表取締役社長との間で意見交換を行い、必要に
応じて、監査等委員会の業務補助のため監査等委員会専任スタッフを置くものとする。代表取
締役社長は、その人事異動及び考課について、事前に監査等委員会との間で意見交換を行い、
監査等委員会の了承を得るものとする。

⑦ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人等ならびに子会社の取締役、監査役
及び使用人等が当社の監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会への報告
に関する体制
　当社は、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人等ならびにグループ
各社の取締役、監査役及び使用人等が、直接または内部通報制度等を用いて間接的に、当社の
監査等委員会に対して、法定の事項に加え、当社及び当社グループに重大な影響を及ぼす事
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

項、コンプライアンスの状況について、可及的速やかに報告する体制を確立するものとする。
報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期等）については、監査等委員会との協議により決
定するものとする。

⑧ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないことを確
保するための体制
　当社は、グループ全役職員が内部通報制度その他の手続を通じて前号の報告をしたことを理
由に、当該報告者が不利益な取扱いを受けることを禁止する。

⑨ 監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ず
る費用または債務の処理に係る方針に関する事項
　監査等委員がその職務の執行について生じる費用の前払い等の請求をした時は、当該監査等
委員会の職務執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに処理するものとする。

⑩ その他の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査等委員会は、内部監査部より随時内部監査報告を受け、また監査法人と適宜協議をする
ものとし、必要に応じて取締役（監査等委員である取締役を除く。）と意見交換を行うものと
する。

⑵ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、次のとおりであり
ます。

① 内部統制システム全般
　取締役会を17回開催し、事業計画の進捗状況確認及び重要な意思決定等において、活発な
議論を行いました。また、取締役会で決定した方針に基づき、効果的な職務執行を実現するた
め、各事業部から経営上重要な情報を正確かつ迅速に収集したうえ、経営会議を毎週開催し、
業務執行に関して十分な議論を行いました。さらに、取締役会の実効性の維持・向上を目的と
した実効性評価を実施いたしました。
　内部監査部は、当社及びグループ各社の内部監査を通じ、内部統制システム全般の制度・運
用状況のモニタリングを実施するとともに、必要に応じて適宜改善を図り、その結果を取締役
会及び各監査等委員へ報告いたしました。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

② コンプライアンス・リスク管理体制について
　グループ全役職員を対象に、情報セキュリティ・個人情報保護・インサイダー取引規制に関
する教育をそれぞれ実施いたしました。
　外部の有識者を含む情報セキュリティ委員会を開催し、当社及びグループ各社の情報セキュ
リティ対策について評価・提言がなされました。
　常勤取締役及びリスクマネジメント担当執行役員が内部監査部及びリスク管理に係る関連部
署と連携いたしました。
　迅速な対応が求められる事象が発生した場合は関係者による会議が開催され、その内容は毎
週開催される経営会議で報告されるとともに、取締役会及び監査等委員会にも共有されまし
た。

③ グループ各社の経営管理体制について
　取締役会及び経営会議において、グループ各社の経営状況が毎月報告され、事業計画の進捗
状況や経営課題等を確認し、議論を行いました。

④ 監査等委員会の監査体制について
　当事業年度に監査等委員会を７回開催し、各監査等委員は内部監査部、法務部、財務経理
部、人事部、システムプラットフォーム部及び会計監査人から定期的に報告を受けて相互の連
携を図るとともに、必要に応じて当社及びグループ各社の役職員へ説明を求め、監査の実効性
の向上を図りました。
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連結財政状態計算書

連結財政状態計算書（2026年3月31日現在）

科　　　　　目 金　　　額 科　　　　　目 金　　　額
 資　　　産 負　　　債
流 動 資 産

現 金 及 び 現 金 同 等 物

営業債権及びその他の債権

そ の 他 の 金 融 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

非 流 動 資 産

有 形 固 定 資 産

使 用 権 資 産

の れ ん 及 び 無 形 資 産

持分法で会計処理されている投資

そ の 他 の 金 融 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 非 流 動 資 産　

66,760

46,468

13,234

5,527

1,531

25,715

2,217

3,477

11,403

0

6,362

2,124

132　

流 動 負 債 24,016
営業債務及びその他の債務 5,496
そ の 他 の 金 融 負 債 7,766
未 払 法 人 所 得 税 4,259
リ ー ス 負 債 1,031
従 業 員 給 付 に 係 る 負 債 2,481
そ の 他 の 流 動 負 債 2,983
非 流 動 負 債 3,289

リ ー ス 負 債 2,154
引 当 金 583
そ の 他 の 非 流 動 負 債 552
負 債 合 計 27,305

資　　　本
親会社の所有者に帰属する持分 64,988

資 本 金 916
利 益 剰 余 金 64,506
自 己 株 式 △689
その他の資本の構成要素 256
非 支 配 持 分 182
資 本 合 計 65,170

資 産 合 計 92,475 負 債 及 び 資 本 合 計 92,475

▊連結計算書類

(単位：百万円)

(注) 記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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連結損益計算書（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

科　　　　　目 金　　　　　額

売 上 収 益 94,127

営 業 費 用 66,959

そ の 他 の 収 益 195

そ の 他 の 費 用 52

減 損 損 失 68

営 業 利 益 27,243

金 融 収 益 458

金 融 費 用 341

持 分 法 に よ る 投 資 損 益 △7

持 分 法 に よ る 投 資 の 減 損 損 失 6

税 引 前 利 益 27,347

法 人 所 得 税 費 用 8,492

当 期 利 益 18,854

当 期 利 益 の 帰 属

親 会 社 の 所 有 者 18,803

非 支 配 持 分 52

(単位：百万円)

(注) 記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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連結持分変動計算書（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

親会社の所有者に帰属する持分
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

2025年4月1日残高 916 － 61,701 △877
当 期 利 益 18,803
その他の包括利益
当期包括利益合計 － － 18,803 －
剰 余 金 の 配 当 △15,821
自己株式の取得及び
処分 △188 188
支配継続子会社に対
する持分変動 △50
株 式 報 酬 取 引 248
新株予約権の発行
新株予約権の失効 0
そ の 他 △10 △176

所有者との取引額合計 － － △15,998 188
2026年3月31日残高 916 － 64,506 △689

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

その他の資本の構成要素

合計

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定する金融資
産の公正価値
の純変動

在外営業
活動体の
換算差額

新株予約権
その他の
資本の構成
要素合計

2025年4月1日残高 △61 △7 140 72 61,811 323 62,134
当 期 利 益 － 18,803 52 18,854
その他の包括利益 △7 29 22 22 4 26
当期包括利益合計 △7 29 － 22 18,825 56 18,880
剰 余 金 の 配 当 － △15,821 △142 △15,964
自己株式の取得及
び処分 － － － －
支配継続子会社に
対する持分変動 － △50 △54 △105
株 式 報 酬 取 引 161 161 409 － 409
新株予約権の発行 1 1 1 － 1
新株予約権の失効 △0 △0 － － －
そ の 他 － △186 － △186
所有者との取引額合計 － － 162 162 △15,647 △197 △15,844
2026年3月31日残高 △68 22 302 256 64,988 182 65,170

(単位：百万円)

(注) 記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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連結注記表

連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項）
⒈ 連結計算書類の作成基準

　当社及びその子会社（以下、当社グループ）の連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項
の規定により、国際会計基準（以下、IFRS会計基準）に準拠して作成しております。なお、連結
計算書類は同項後段の規定により、IFRS会計基準で求められる開示項目の一部を省略しておりま
す。

⒉ 連結の範囲に関する事項
　　連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数　　　10社
主要な連結子会社の名称

㈱カカクコム・インシュアランス
㈱タイムデザイン
㈱LCL
㈱LiPLUSホールディングス

連結範囲の変更
㈱LiPLUSホールディングスは、当連結会計年度において新たに株式を取得したことによ
り、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。
㈱エイガ・ドット・コム及び㈱webCGは、当連結会計年度において全株式を譲渡したこ
とにより連結の範囲から除外しておりますが、譲渡までの期間に係る損益については、連
結損益計算書に含めております。

⒊ 持分法の適用に関する事項
持分法適用会社の数及び主要な持分法適用会社

持分法適用会社の数　　　1社

⒋ 連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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⒌ 重要な会計方針に関する事項
⑴ 金融商品の評価基準及び評価方法

① 金融資産
（ⅰ）当初認識及び測定

　金融資産はその当初認識時に、償却原価で測定する金融資産、その他の包括利益を通じ
て公正価値で測定する金融資産、または純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分
類しております。当社グループでは、償却原価で測定する金融資産については、発生日に
当初認識しており、それ以外の金融資産については当該金融商品の契約当事者となった取
引日に当初認識しております。
(a) 償却原価で測定する金融資産

　以下の条件がともに満たされる金融資産を償却原価で測定する金融資産に分類してお
ります。
・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業

モデルに基づいて、資産が保有されている。
・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッ

シュ・フローが特定の日に生じる。
(b) その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産

　公正価値で測定される資本性金融資産のうち、売買目的ではない資本性金融商品への
投資については、当初認識時に、その公正価値の事後的な変動をその他の包括利益に表
示するという取消不能な選択を行うことが認められており、当社グループでは金融商品
ごとに当該指定を行っております。

(c) 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
　上記の償却原価で測定する金融資産、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する
資本性金融資産以外の金融資産については、純損益を通じて公正価値で測定する金融資
産に分類しております。

　当該公正価値にその取得に直接起因する取引コストを加算して測定しております。純
損益を通じて公正価値で測定する金融資産については、その取得に直接起因する取引コ
ストは、発生時に純損益で認識しております。
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（ⅱ）事後測定
　金融資産の当初認識後は、その分類に応じて以下のとおり測定しております。
(a) 償却原価で測定する金融資産

　償却原価で測定する金融資産は、実効金利法に基づく償却原価で測定しております。
(b) その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産

　その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産は、公正価値で測定
し、その事後的な変動をその他の包括利益として認識しております。その他の包括利益
として認識した金額は、認識を中止した場合、利益剰余金に振り替えております。な
お、配当金については純損益として認識しております。

(c) 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
　純損益を通じて公正価値で測定する金融資産は、公正価値で測定し、その事後的な変
動を純損益として認識しております。また、純損益を通じて公正価値で測定する金融資
産に係る利得または損失は、純損益に認識しております。

（ⅲ）金融資産の減損
　当社グループは、償却原価で測定する金融資産について、報告日ごとに予想信用損失を
見積り、予想信用損失に対して貸倒引当金を計上しております。
　当社グループは、各報告日において、金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著し
く増大したかどうかを評価しております。
　当初認識後は、金融資産に係る信用リスクが著しく増加していない場合には、当該金融
資産に係る貸倒引当金を12ヶ月の予想信用損失に等しい金額で測定しております。一方
で、金融資産に係る信用リスクが著しく増大している場合には、当該金融資産に係る貸倒
引当金を全期間の予想信用損失に等しい金額で測定しております。
　ただし、重要な金融要素を含んでいない営業債権等については、常に貸倒引当金を全期
間の予想信用損失と同額で測定しております。
　金融商品の予想信用損失は、以下のものを反映する方法で見積っております。
(a) 一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額
(b) 貨幣の時間価値
(c) 過去の事象、現在の状況及び将来の経済状況の予測についての、報告日において過大

なコストや労力をかけずに利用可能な合理的で裏付け可能な情報
　当該測定に係る金額は、純損益に認識しております。また、決算日現在で認識が要求さ
れる貸倒引当金の金額に修正するために必要となる予想信用損失（または戻入）の金額
を、減損利得または減損損失として純損益に認識しております。
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（ⅳ）認識の中止
　金融資産は、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場
合、または金融資産のキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利を譲渡し、当該金融資
産の所有に係るリスクと経済価値のほとんどすべてが移転している場合において、認識を
中止しております。

② 金融負債
（ⅰ）当初認識及び測定

　金融負債はその当初認識時に、償却原価で測定する金融負債及び純損益を通じて公正価
値で測定する金融負債に分類しております。当社グループでは、償却原価で測定する金融
負債については、発行日に当初認識しており、それ以外の金融負債については、当該金融
商品の契約当事者となった取引日に当初認識しております。
(a) 償却原価で測定する金融負債

　純損益を通じて公正価値で測定する金融負債以外の金融負債は、償却原価で測定する
金融負債に分類しております。償却原価で測定する金融負債は、当初認識時に公正価値
からその発行に直接起因する取引コストを減算して測定しております。

(b) 純損益を通じて公正価値で測定する金融負債
　純損益を通じて公正価値で測定する金融負債は、当初認識時に公正価値により測定し
ております。

（ⅱ）事後測定
(a) 償却原価で測定する金融負債

　当初認識後は実効金利法に基づく償却原価で測定しております。
(b) 純損益を通じて公正価値で測定する金融負債

　当初認識後は公正価値で測定し、その事後的な変動を純損益として認識しておりま
す。

（ⅲ）認識の中止
　金融負債は、金融負債が消滅した時、すなわち、契約中に特定された債務が免責、取消
しまたは失効となった時に認識を中止しております。

③ 金融資産と金融負債の相殺
　金融資産と金融負債は、認識した金額を相殺する法的に強制力のある権利を有してお
り、かつ、純額で決済するか、または資産の実現と負債の決済を同時に実行する意図を有
している場合に、相殺して純額で表示しております。
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⑵ 有形固定資産の減価償却方法
　有形固定資産については、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した額で
測定しております。
　取得原価には資産の取得に直接関連するコスト、資産の解体及び除去費用、並びに原状回復
費用の当初見積額が含まれております。当初認識後の測定モデルとして原価モデルを採用して
おります。
　土地、建設仮勘定以外の有形固定資産は、使用が可能となった時点から、それぞれの見積耐
用年数にわたって主として定額法で減価償却しております。主要な有形固定資産の見積耐用年
数は、以下のとおりであります。

建物　　　　：２～15年
器具及び備品：４～20年

　なお、減価償却方法、残存価額及び見積耐用年数は、決算日に見直し、変更が必要となった
場合は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。

⑶ 無形資産（のれんを除く）の償却方法
　無形資産については、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額で測定し
ております。
　個別に取得した無形資産の取得原価は、資産の取得に直接起因するコストを含めて測定して
おります。企業結合により取得した無形資産の取得原価は、取得日の公正価値で測定しており
ます。
　当初認識後の測定モデルとして原価モデルを採用しております。
　開発活動による支出については、信頼性をもって測定可能で、技術的かつ商業的に実現可能
であり、将来的に経済的便益を得られる可能性が高く、当社グループが開発を完成させ、当該
資産を使用または販売する意図及びそのための十分な資質を有している場合にのみ、上記の認
識条件のすべてを初めて満たした日から開発完了までに発生したコストの合計額を無形資産と
して資産計上しております。
　内部利用を目的としたソフトウェアの取得及び開発コストは、将来の経済的便益の流入が期
待される場合には無形資産に計上しております。
　耐用年数を確定できる無形資産はそれぞれの見積耐用年数にわたり、定額法で償却しており
ます。主要な無形資産の見積耐用年数は、以下のとおりであります。

・ソフトウェア：３～５年
・ドメイン名　：８年
・顧客関連資産：５年

　なお、償却方法、残存価額及び見積耐用年数は、決算日に見直し、変更が必要となった場合
は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。
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⑷ リース
　当社グループは、契約の締結時に契約がリースであるか又はリースを含んでいるかを判定し
ております。契約が特定された資産の使用を支配する権利を一定期間にわたり対価と交換に移
転する場合には、当該契約はリースであるか又はリースを含んでいると判定しております。
　契約がリースであるか又はリースを含んでいると判定した場合、リース開始日に使用権資産
及びリース負債を認識しております。リース負債は未払リース料総額の現在価値で測定し、使
用権資産は、リース負債の当初測定の金額に、開始日以前に支払ったリース料等、借手に発生
した当初直接コスト及びリースの契約条件で要求されている原状回復義務等のコストを調整し
た取得原価で測定しております。
　当初認識後は、使用権資産は耐用年数とリース期間のいずれか短い年数にわたって、定額法
で減価償却を行っております。
　リース料は、利息法に基づき金融費用とリース負債の返済額に配分し、金融費用は連結損益
計算書において認識しております。
　ただし、リース期間が12ヶ月以内の短期リース及び原資産が少額のリースについては、使用
権資産及びリース負債を認識せず、リース料をリース期間にわたって、定額法又は他の規則的
な基礎のいずれかにより費用として認識しております。

⑸ のれんに関する事項
　支払対価の公正価値、被取得企業の非支配持分の金額及び段階取得の場合には取得企業が以
前より保有していた被取得企業の支配獲得日の公正価値の合計が、取得日における識別可能資
産及び引受負債の正味価額を上回る場合に、その超過額をのれんとして認識しております。
　のれんは償却を行わず、取得原価から減損損失累計額を控除した価額で計上しております。
　また、のれんは企業結合のシナジーから便益を得ると見込まれる資金生成単位または資金生
成単位グループに配分し、連結会計年度末までに最低年に一度または減損の兆候がある場合に
はその都度、減損テストを実施しております。のれんの減損損失は純損益として認識し、その
後の戻入れは行っておりません。

－ 26 －



2026/05/21 19:09:14 / 25298576_株式会社カカクコム_招集通知

連結注記表

⑹ 非金融資産の減損
　繰延税金資産を除く非金融資産については、決算日において、資産が減損している可能性を
示す兆候があるか否かを評価しております。
　減損の兆候が存在する場合には減損テストを実施し、個別の資産または資金生成単位ごとの
回収可能価額を測定しております。なお、のれん及び耐用年数を確定できない、またはまだ使
用可能でない無形資産は償却を行わず、決算日にまたは減損の兆候が存在する場合にはその都
度、減損テストを実施しております。
　当社グループの全社資産は、独立したキャッシュ・インフローを生成しないため、個別の全
社資産の回収可能価額は算定できません。全社資産に減損の兆候がある場合、全社資産が帰属
する資金生成単位または資金生成単位グループの回収可能価額を見積っております。
　資産または資金生成単位の回収可能価額は、処分費用控除後の公正価値と、適切な利率で割
り引かれた当該資産の継続的使用及び最終的な処分から発生すると見込まれる将来キャッシ
ュ・フローの見積りによって測定される使用価値のいずれか高い金額を用いております。
　個別の資産または資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を上回る場合には純損益にて減損
損失を認識し、当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。資金生成単位に関
連して認識した減損損失は、まずその単位に配分されたのれんの帳簿価額を減額するように配
分し、次に資金生成単位内のその他の資産の帳簿価額を比例的に減額しております。
　のれんに係る減損損失は、戻入れを行っておりません。のれん以外の非金融資産に係る減損
損失は、減損損失がもはや存在しないかまたは減少している可能性を示す兆候が存在する場合
に当該資産の回収可能価額を見積もっており、回収可能価額が減損処理後の帳簿価額を上回っ
た場合には減損損失の戻入れを行っております。なお、減損損失の戻入れは過去の期間におい
て当該資産に認識した減損損失がなかった場合の帳簿価額を超えない範囲内で純損益にて認識
しております。
　なお、持分法適用会社に対する投資の帳簿価額の一部を構成するのれんは区分して認識して
いないため、個別に減損テストを実施しておりません。代わりに、持分法適用会社に対する投
資の総額を単一の資産として減損の兆候を判定し、減損テストを行っております。

⑺ 株式に基づく報酬
①持分決済型のストック・オプション制度
　当社グループは、当社の取締役及び従業員に対する報酬制度として、持分決済型のストッ
ク・オプション制度を採用しております。ストック・オプションは、付与日における公正価値
によって見積り、最終的に権利確定すると予想されるストック・オプションの数を考慮した上
で、権利確定期間にわたって費用として認識し、同額を資本の増加として認識しております。
付与されたオプションの公正価値は、オプションの諸条件を考慮し、ブラック・ショールズ・
モデル等を用いて算定しております。
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②譲渡制限付株式報酬制度
　当社グループは、当社の業務執行取締役及び執行役員に対する報酬制度として、持分決済型
の譲渡制限付株式報酬制度を採用しております。譲渡制限付株式報酬制度では、受領したサー
ビスの対価を付与日における当社株式の公正価値で測定しており、算定されたサービスの対価
は権利確定期間にわたって費用と資本を認識しております。

⑻ 重要な引当金の計上基準
　引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが現在の法的債務または推定的債務を有
し、その債務を決済するために経済的便益を有する資源の流出の可能性が高く、かつその資源
の流出の金額について信頼できる見積りができる場合に認識しております。
　貨幣の時間的価値の影響が重要な場合には、当該引当金は負債の決済に必要と予想される支
出額の現在価値で測定しております。現在価値は、貨幣の時間的価値とその負債に特有なリス
クを反映した税引前割引率を用いて計算しております。時間の経過による影響を反映した引当
金の増加額は、金融費用として認識しております。

　資産除去債務については、資産の解体・除去費用、原状回復費用、並びに資産を使用した結
果生じる支出に関して引当金を認識するとともに、当該資産の取得原価に加算しております。
将来の見積コスト及び適用された割引率は毎期見直され、修正が必要と判断された場合は当該
資産の帳簿価額に加算または控除し、会計上の見積りの変更として処理しております。

⑼ 従業員給付
① 退職後給付

　当社グループは、従業員の退職後給付制度として確定拠出制度を採用しております。確定
拠出制度については、確定拠出制度に支払うべき拠出額を、従業員が関連する勤務を提供し
た時に費用として認識しております。

② その他の従業員給付
　短期従業員給付については、割引計算を行わず、関連するサービスが提供された時点で費
用として認識しております。
　賞与については、それらを支払う現在の法的もしくは推定的な債務を有し、信頼性のある
見積りが可能な場合に、それらの制度に基づいて支払われると見積られる金額を負債として
認識しております。
　有給休暇については、累積型有給休暇制度に係る法的債務または推定的債務を有し、信頼
性のある見積りが可能な場合に、それらの制度に基づいて見積られる金額を負債として認識
しております。
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⑽ 収益の計上基準
顧客との契約について、以下の５ステップを適用することにより収益を認識しております

（IFRS第９号に基づく利息及び配当収益等を除く）。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。
ステップ５：履行義務の充足時に（または充足するにつれて）収益を認識する。

　当社グループにおける主要な収益は、サービスの提供により受領する対価の公正価値から、
売上関連の税金を控除した金額で測定しております。収益は、その金額を信頼性をもって測定
でき、その取引に関する経済的便益が当社グループに流入する可能性が高く、その取引の進捗
度を報告期間の末日において信頼性をもって測定でき、その取引に関して発生する費用を信頼
性をもって測定可能な場合に認識しております。収益の主要な区分におけるそれぞれの収益認
識基準は、以下のとおりであります。

① 価格.com事業
運営サイト『価格.com』等において、掲載店舗からの手数料収入、金融サービス、通信

事業者等の各種サービスを提供する事業者からの手数料収入、メーカー等からの広告収
入、連結子会社㈱カカクコム・インシュアランスにおいて保険代理店業務による手数料収
入を得ております。

ショッピング事業における掲載店舗からの手数料収入は、当社のウェブサイト上におけ
る掲載店舗の販売価格等の情報の掲載を通じて掲載店舗へウェブサイト閲覧者を送客する
こと、または商品購入を手配することが履行義務であり、ウェブサイト閲覧者が掲載店舗
のバナーをクリックした時点、または掲載店舗において商品を購入した時点で履行義務が
充足されるため、当該時点で収益を認識しております。

サービス事業における金融サービス、通信事業者等の各種サービスを提供する事業者か
らの手数料収入は、当社のウェブサイト上に掲載した事業者のサービス等の情報を通じて
事業者とウェブサイト閲覧者をつなぎサービスの提供を手配することが履行義務であり、
ウェブサイト閲覧者が見積もり・資料請求を申し込んだ時点や契約を締結した時点等で履
行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識しております。

広告事業におけるメーカー等からの広告収入は、『価格.com』等を媒体とするディスプ
レイ広告、タイアップ広告、ネットワーク広告等であり、広告主の求めに応じて当社のウ
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ェブサイト上に広告を掲載することが履行義務となります。このうち、ディスプレイ広
告、タイアップ広告については、主に広告またはタイアップページを掲載する契約期間に
応じて履行義務が充足されるため、当該期間で収益を認識しております。また、ネットワ
ーク広告については、広告がウェブサイト閲覧者のブラウザ上に表示された時点、もしく
はウェブサイト閲覧者がバナーをクリックした時点で履行義務が充足されるため、当該時
点で収益を認識しております。

また、本事業における取引の対価は履行義務を充足してから概ね２か月以内に受領して
おり、重大な金融要素は含んでおりません。

保険事業における生命保険、損害保険等の保険代理店業務による手数料収入は、連結子
会社㈱カカクコム・インシュアランスと保険会社との保険代理店委託契約に基づき、主に
保険契約の締結の媒介業務を行っており、保険代理店委託契約の契約条件及び過去の実績
等に基づき最頻値法を用いて変動対価を見積った上で、認識した収益の累計額の重大な戻
入れが生じない可能性が非常に高い範囲で取引価格に含め、収益として認識しておりま
す。

② 食べログ事業
運営サイト『食べログ』において、契約店舗からの手数料収入、個人利用者からの手数

料収入、メーカー等からの広告収入を得ております。
飲食店広告事業における契約店舗からの手数料収入は、検索での優先表示や店舗詳細情

報の掲載を通じてユーザー集客のための販促サービスを提供することが主な履行義務であ
ります。これらの販促サービスの手数料収入については、契約掲載期間に応じて履行義務
が充足されるため、当該期間で収益を認識しております。

飲食店予約事業における契約店舗からの手数料収入及び個人利用者からの手数料収入
は、それぞれに対するオンライン予約サービスの提供が履行義務であります。契約店舗か
らの手数料収入は、『食べログ』でネット予約をしたユーザーが予約店舗に来店をした時
点で履行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識しております。また、インバウン
ド向けネット予約サービスにおける個人利用者からの手数料収入は、ユーザーがネット予
約をした時点で履行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識しております。

ユーザー会員事業における個人利用者からの手数料収入は、『食べログ』における各種
の有償サービスの利用提供が履行義務であります。手数料収入は、有料会員から得られる
毎月の利用料金であり、高度な検索機能等のサービス提供に応じて履行義務が充足される
ため、当該期間で収益を認識しております。
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広告事業におけるメーカー等からの広告収入は、『食べログ』を媒体とするディスプレ
イ広告、タイアップ広告、ネットワーク広告等であり、広告主の求めに応じて当社のウェ
ブサイト上に広告を掲載することが履行義務となります。このうち、ディスプレイ広告、
タイアップ広告については、主に広告またはタイアップページを掲載する契約期間に応じ
て履行義務が充足されるため、当該期間で収益を認識しております。また、ネットワーク
広告については、広告がウェブサイト閲覧者のブラウザ上に表示された時点、もしくはウ
ェブサイト閲覧者がバナーをクリックした時点で履行義務が充足されるため、当該時点で
収益を認識しております。

また、本事業における取引の対価は履行義務を充足してから概ね２か月以内に受領して
おり、重大な金融要素は含んでおりません。

③ 求人ボックス事業
運営サイト『求人ボックス』において、求人掲載事業者や採用企業からの手数料収入を

得ております。
手数料収入は、当社のウェブサイト上に掲載した求人情報を通じて求人掲載事業者や採

用企業へウェブサイト閲覧者を送客することが履行義務であり、主にウェブサイト閲覧者
が顧客の掲載情報等をクリックした時点で履行義務が充足されるため、当該時点で収益を
認識しております。

また、本事業における取引の対価は履行義務を充足してから概ね２か月以内に受領して
おり、重大な金融要素は含んでおりません。

④ インキュベーション事業
不動産領域では、運営サイト『スマイティ』等により、広告収入及び手数料収入等を得

ております。
旅行・移動領域では、運営サイト『フォートラベル』及び連結子会社㈱LCL運営サイト

『バス比較なび』、連結子会社㈱タイムデザインが運営しているダイナミックパッケージ
事業等により、広告収入及び手数料収入等を得ております。

暮らし領域では、連結子会社㈱LiPLUSホールディングス運営サイト『LiPLUS』等によ
り、手数料収入等を得ております。

その他領域では、運営サイト『キナリノ』等により、広告収入及び手数料収入等を得て
おります。

広告収入は、各運営サイトを媒体とするディスプレイ広告、タイアップ広告、ネットワ
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ーク広告等であり、広告主の求めに応じて当社のウェブサイト上に広告を掲載することが
履行義務となります。このうち、ディスプレイ広告、タイアップ広告については、主に広
告またはタイアップページを掲載する契約期間に応じて履行義務が充足されるため、当該
期間で収益を認識しております。また、ネットワーク広告については、広告がウェブサイ
ト閲覧者のブラウザ上に表示された時点、もしくはウェブサイト閲覧者がバナーをクリッ
クした時点で履行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識しております。

手数料収入は、当社のウェブサイト上に事業者の商品やサービス等の情報を掲載するこ
とを通じて事業者とウェブサイト閲覧者をつなぎサービスの提供を手配することが履行義
務であり、主にウェブサイト閲覧者が顧客のバナーをクリックした時点、またはウェブサ
イト閲覧者が各運営サイトを経由して顧客に対して情報請求等を行った時点もしくは顧客
店舗等において商品等を購入した時点、または旅行をオンライン予約したユーザーが旅行
より帰着した時点で履行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識しております。

また、本事業における取引の対価は履行義務を充足してから概ね２か月以内に受領して
おり、重大な金融要素は含んでおりません。
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⑾ 外貨換算
① 外貨建取引

　外貨建取引、すなわち各企業の機能通貨以外の通貨での取引は、取引日における為替レー
トまたはそれに近似するレートにより機能通貨に換算しております。外貨建貨幣性資産及び
負債は、連結決算日の為替レートにより機能通貨に換算し、換算差額は、純損益として認識
しております。
　また、取得原価により測定されている外貨建非貨幣性項目は、取引日の為替レートを使用
して換算しております。

② 在外営業活動体
　在外営業活動体の資産及び負債は、連結決算日時点の為替レートで、収益及び費用は、当
該期間中の為替レートが著しく変動していない限り、期中平均為替レートで表示通貨に換算
しております。この結果生じる換算差額は、その他の包括利益で認識しております。
　なお、在外営業活動体の持分全体の処分や支配の喪失を伴う持分の一部の処分が発生した
場合、処分した期に対応する累積換算差額をその他の包括利益から純損益に振り替えており
ます。
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（会計上の見積りに関する注記）
　IFRS会計基準に準拠した連結計算書類の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資
産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定をすることが義務
付けられております。ただし、実際の業績はこれらの見積りとは異なる場合があります。
　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。会計上の見積りの改定は、見積
りが改定された会計期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識されます。
　会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、
翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものはありません。
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⒈ 資産から直接控除した貸倒引当金
　　営業債権及びその他の債権 89百万円
　　その他の金融資産 30百万円

当座貸越限度額の総額 39,050百万円
借入実行残高 －百万円
差引額 39,050百万円

⒋ 使用権資産の償却累計額 6,163百万円

　　前払費用 1,589百万円
　　その他 73百万円

　　前受金 1,759百万円
　　未払消費税 752百万円
　　その他 1,025百万円

（連結財政状態計算書に関する注記）

⒉ 当社グループは運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と当座貸越契約を締結しており
ます。

　　これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

⒊ 有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額　  3,619百万円

⒌ その他の資産
その他の流動資産1,531百万円及びその他の非流動資産132百万円の合計1,663百万円の内訳
は、次のとおりであります。

（注）　インキュベーション事業に属する㈱タイムデザインのホテペイ事業において、旅行代金の事
前決済による入金時は「その他の流動負債（前受金）」で計上し、宿泊施設への事前精算時には
「その他の流動資産（前払費用）」で計上しておりました。
　前連結会計年度において決済代行会社から追加情報が入手可能となりシステム構築を行ったこ
とから、受注時点で履行義務の対価を区別して集計する事が可能となりました。
　これを契機として、2025年３月より、事前決済による入金のうち受注時の履行義務の対価は
「その他の流動負債（前受金）」とし、宿泊施設への精算は「その他の金融負債（流動）（預り
金）」として計上しております。この結果、当連結会計年度においても各科目の残高に影響が生
じております。

6. その他の負債
その他の流動負債2,983百万円及びその他の非流動負債552百万円の合計3,536百万円の内訳
は、次のとおりであります。
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株式の種類 当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度
期末株式数(株)

発行済株式

普通株式 198,218,300 － － 198,218,300

合計 198,218,300 － － 198,218,300

自己株式

普通株式 (注) 486,331 － 104,298 382,033

合計 486,331 － 104,298 382,033

決　議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2025年６月19日
定 時 株 主 総 会 普通株式 10,875 55 2025年３月31日 2025年６月20日

2025年11月5日
取 締 役 会 普通株式 4,946 25 2025年９月30日 2025年12月1日

決　議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2 0 2 6 年 ６ 月 1 8 日
定 時 株 主 総 会
( 決 議 予 定 )

普通株式 利益剰余金 4,946 25 2026年３月３１日 2026年６月19日

（連結持分変動計算書に関する注記）
⒈ 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

（注）普通株式の自己株式の減少は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少104,298株による
ものであります。

⒉ 剰余金の配当に関する事項
⑴ 配当金支払額

⑵ 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

⒊ 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く)
の目的となる株式の種類及び数

　　普通株式　64,200株
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（金融商品に関する注記）
⒈ 金融商品の状況に関する事項

⑴ 資本管理
　当社グループの資本管理は、当社グループの持続的な成長と企業価値増大を実現するため、事
業発展に充分な資金を確保できる堅固な財務体質維持と効率的な資本構成の両立を方針としてお
ります。

⑵ 財務上のリスク管理
　当社グループは、事業活動を行う過程において、常に信用リスク、流動性リスク、市場リスク
（株価変動リスク）等の様々な財務上のリスクに晒されております。これらの財務上のリスクを
軽減するために、リスク管理を行っております。リスク管理にあたっては、リスク発生要因の根
本からの発生を防止することでリスクを回避し、回避できないリスクについてはその低減を図る
ようにしております。なお、デリバティブ取引については利用しておりません。
① 信用リスク

　当社グループは、営業債権及びその他の債権及びその他の金融資産について、信用リスクに
晒されております。

(a) 営業債権及びその他の債権
当社は、債権保全基準に従い、営業債権である受取手形及び売掛金について、管理部署が主

要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとと
もに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握に努め、信用リスクの軽減を図っており
ます。連結子会社についても、当社の債権保全基準に準じて、同様の管理を行っておりま
す。

(b) 敷金・保証金
当社グループは賃貸借契約に基づく賃借を行っており、敷金・保証金について、取引開始時

に信用判定を行うとともに、契約更新時その他適宜契約先の信用状況の把握に努めておりま
す。
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当社グループでは、主に営業債権等の償却原価で測定される金融資産について、回収可能性や
信用リスクの著しい増加等を考慮のうえ、将来の予想信用損失を測定し、貸倒引当金を計上し
ております。信用リスクが著しく増加しているか否かは、債務不履行発生リスクの変動に基づ
いて判断しており、その判断にあたっては、取引先の経営成績の悪化、期日経過情報等を考慮
しております。

当社グループにとって、特に重要な金融資産である営業債権における貸倒引当金は、全期間の
予想信用損失を集合的に測定しておりますが、期待将来キャッシュ・フローに不利な影響を与
える以下のような事象等が発生した場合は、信用減損している金融資産として個別債権ごとに
予想信用損失を測定しております。

・取引先の深刻な財政困難
・債権の回収不能や、再三の督促に対しての回収遅延
・取引先が破産やその他財政再建が必要な状態に陥る可能性の増加
なお、当社グループは、特定の相手先またはその相手先が所属するグループについて、過度に
集中した信用リスクを負っておりません。

② 流動性リスク
当社グループが現金またはその他の金融資産により決済する金融負債に関連する債務を履行

するにあたり、支払期日にその支払を実行できなくなる流動性リスクに晒されております。
　当社グループは各部署からの報告に基づき財務部署が適時に資金繰計画を作成・更新すると
ともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。また、当社グループ
は金融機関との間で総額39,050百万円の当座貸越契約を締結し、流動性リスクの低減を図っ
ております。

③ 株価変動リスク
当社グループは、資本性金融商品から生じる価格変動リスクに晒されております。短期トレ

ーディング目的で保有する資本性金融商品はありません。
　資本性金融商品については、定期的に時価や発行体の財務状況を把握しております。

当社グループは、主に取引関係の強化または事業上の関係強化のために株式を保有している
ため、株価変動リスクに晒されております。当社グループは、定期的に市場価格や発行体(取
引先企業)の財務状況等を把握し、リスク管理をしております。
　株式は、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に指定しており、株価変動
に対する損益への影響はなく、また、その他の包括利益への影響も軽微であります。
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帳簿価額（百万円） 公正価値（百万円）

償却原価で測定する金融資産
　その他の金融資産
　　敷金・保証金 1,260 1,185

合計 1,260 1,185
公正価値で測定される金融資産
　その他の金融資産
　　株式 2,194 2,194
　　出資金 2,907 2,907

合計 5,101 5,101

⒉ 金融商品の公正価値等に関する事項
　2026年３月31日における帳簿価額と公正価値は、次のとおりであります。
　なお、敷金・保証金以外の償却原価で測定する金融商品は短期間で決済されるため、帳簿価額が
公正価値の合理的な近似値となっていることから以下の表には含めておりません。

（注） 金融商品の公正価値の算定方法は以下のとおりです。
敷金・保証金

償還予定時期を見積り、安全性の高い長期の債券の利回りで割り引いた現在価値により
測定しております。

株式
上場株式の公正価値については、取引所の市場価格によって評価しております。非上場
株式の公正価値については、主として類似会社比準法、割引将来キャッシュ・フローに
基づく評価技法等により測定しております。

出資金
出資金については、非上場投資事業組合等への出資であり、組合財産の公正価値を見積
もった上、当該公正価値に対する持分相当額を投資事業組合等への出資金の公正価値と
して測定しております。
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レベル１ レベル２ レベル３ 合計
金融資産：
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金
融資産

株式 276 － 417 693
純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

株式 － － 1,501 1,501
出資金 － － 2,907 2,907

合計 276 － 4,826 5,101

3. 公正価値で測定する金融商品
⑴　公正価値ヒエラルキーのレベル別分類
　　　金融商品の公正価値のヒエラルキーは、以下のとおり分類しております。
         レベル１：活発な市場における相場価格により測定された公正価値
         レベル２：レベル１に含まれる相場価格以外で、直接または間接的に観察可能な価格により
                        測定された公正価値
         レベル３：観察可能でないインプットを含む、評価技法を用いて測定された公正価値
⑵　公正価値で測定される金融商品
　　株式のうち、レベル１に区分されているものは活発な市場で取引されている上場株式であり、
　　取引所の市場価格によって評価しております。また、非上場株式は、財務指標等をインプット

して使用した類似会社比準法等により算定しており、売上高倍率等の観察可能でないインプッ
トを用いているため、レベル３に分類しております。公正価値の測定には、類似企業に応じて
売上高倍率(当連結会計年度2.3倍)を使用しております。なお、観察可能でないインプットを
合理的に考え得る代替的な仮定に変更した場合の公正価値の増減は重要ではありません。

　　出資金については、非上場投資事業組合への出資であり、組合財産の公正価値を見積もった上
　　当該公正価値に対する持分相当額を投資事業組合等への出資金の公正価値として測定しており

ます。

　公正価値で測定される金融商品の公正価値ヒエラルキーは、以下のとおりであります。
なお、公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、各報告日において認識しております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
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期首残高 4,647
利得及び損失 45
　　純損益（注）１ 38
　　その他の包括利益 7
取得 145
その他 △12
期末残高 4,826

⑶　レベル３に分類された金融商品の期首残高から期末残高への調整表
                                                                                              （単位：百万円）

　(注)１．連結損益計算書の「金融収益」及び「金融費用」に含まれております。
　(注)２．レベル３に区分される非上場投資事業組合等への出資金については、組合
　　　　  財産の公正価値を見積った上、当該公正価値に対する持分相当額を投資
　　　　  事業組合等への出資金の公正価値としております。

⑷　評価プロセス
　　当社グループはグループ会計方針等に則りレベル３に分類される金融商品に係る公正価値の測

定を実施しております。公正価値の測定結果は経営管理部門責任者によりレビューされ、承認
されております。
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（単位：百万円）

報告セグメント サービスの種類
当連結会計年度

（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

　価格.com事業

ショッピング 8,009

サービス 9,587

広告 2,786

保険 3,230

小計 23,611

　食べログ事業

飲食店広告 16,623

飲食店予約 20,063

ユーザー会員 1,649

広告 1,744

その他 159

小計 40,239

　求人ボックス事業
求人ボックス 20,205

小計 20,205

　インキュベーション事業

不動産 2,532

旅行・移動 4,813

暮らし 1,924

その他 803

小計 10,071

合計 94,127

（収益認識に関する注記）
⒈ 収益の分解

　　売上収益の金額は、以下のとおりであります。
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（注）　当連結会計年度より、インキュベーション事業のサービスの種類を分解し記載しておりま
す。

⒉ 収益を理解するための基礎となる情報
　　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項「5. 重要な会計方針に関する事項　(10) 

収益の計上基準」に記載のとおりであります。
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（単位：百万円）
当連結会計年度期首
（2025年４月１日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

顧客との契約から生じた債権

　受取手形及び売掛金 13,389 13,322

契約負債

　前受金 1,709 1,733

⒊ 当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
(1) 契約残高

　　顧客との契約から生じた債権及び契約負債の内訳は、以下のとおりであります。

　(注)１．前受金は、主にインキュベーション事業である㈱タイムデザインのダイナミックパッケー
ジ事業等における手数料収入にかかるものであり、サービスの履行義務を充足する前に顧
客から対価を受領したものであります。

　(注)２．当連結会計年度の期首現在の前受金残高は、当連結会計年度の収益として認識しておりま
す。

　(注)３．過去の期間に充足した履行義務から認識した収益の金額は、当連結会計年度11百万円であ
り、主なものは価格.com事業における保険代理店手数料収入であります。

　(注)４．連結財政状態計算書において、顧客との契約から生じた債権は、「営業債権及びその他の
債権」に含まれており、契約負債は「その他の流動負債」に含まれております。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
　　当社グループにおいては、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務

上の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。
　　また、顧客企業との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はあ

りません。

(3) 顧客との契約の獲得又は履行のためのコストから認識した資産
　当連結会計年度において、顧客との契約の獲得又は履行のためのコストから認識した資産の
額に重要性はありません。また、認識すべき資産の償却期間が１年以内である場合には、実務
上の便法を使用し、契約の獲得の増分コストを発生時に費用として認識しております。
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⒈ １株当たり親会社所有者帰属持分 328円50銭
⒉ 基本的１株当たり当期利益 95円05銭

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
（取得による企業結合）
　当社は、2026年１月23日開催の取締役会において、エン株式会社の吸収分割によるengage事業
承継会社を株式取得により子会社化することについて決議し、2026年４月１日に株式を取得いたし
ました。

（１）取引の概要
　①被取得企業の名称及び事業の内容
　　被取得企業の名称：株式会社エンゲージ
　　事業の内容：engage事業（求人サイトの「エンゲージ」及び採用支援ツールである
　　　　　　　「engage」を含み「エン カイシャの評判」を除きます。
　②企業結合の主な理由
　　　対象事業は、求職者会員数600万人超を擁する国内最大級の総合求人サイト「エンゲージ」
　　と、全国70万以上の企業が導入する採用支援ツール「engage」で構成され、入社及び採用後の
　　活躍を目的としたデジタルプラットフォームになります。当社は、「求人ボックス」と対象事業
　　の事業基盤及び資源を活かした協業により、求職者及び求人企業との接点拡大ならびにサービス
　　提供価値の向上など高いシナジー効果が相互に見込まれること、当社の中期経営計画を牽引する
　　「求人ボックス」を始めとする求人領域での事業ポートフォリオ拡大及び競争力強化が図れるこ
　　とから、本株式取得は当社の企業価値向上に資すると考えております。
　③企業結合日
　　2026年４月１日
　④企業結合の法的形式
　　現金を対価とする株式取得
　⑤取得した議決権比率
　　85.1％

（２）被取得企業の取得対価及び取得関連費用
　　株式取得の対価　　現金　4,454百万円
(注)当該企業結合に係る取得関連費用は55百万円であり、すべて連結損益計算書の「営業費用」に計
上を予定しております。

（３）のれん、識別可能な取得資産及び引受負債
　現時点において、当該企業結合に関する企業結合時の会計処理が完了していないため、会計処理に
関する詳細な情報は記載しておりません。
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（１） 名称 Kamgras１株式会社
（２） 所在地 東京都港区麻布台一丁目３番１号麻布台ヒルズ森ＪＰタワー17

階
（３） 代表者の役職・氏名 ロバート・パトリック・ライアン
（４） 事業内容 当社株券等を取得及び所有し、当社の事業活動を支配及び管理

すること
（５） 資本金 25,000円
（６） 設立年月日 2026年４月６日
（７） 大株主及び持株比率 Kamgras ２株式会社　100.00％
（８） 上場会社と公開買付者の関係

資本関係 該当事項はありません
人的関係 該当事項はありません
取引関係 該当事項はありません
関連当事者への
該当状況

該当事項はありません

公開買付けの目的 非公開化
買付け等の期間 2026年５月13日から2026年７月２日まで（37営業日）
買付け等の価格 普通株式１株につき、金3,000円

① 2016年８月17日開催の当社取締役会の決議に基づいて発行
された新株予約権（「第８回新株予約権」といいます。）
（行使期間は2016年９月２日から2046年９月１日まで）
１個につき、金１円

（当社に対する公開買付け）
　当社は、2026年５月12日開催の取締役会において、下記のとおり、Kamgras１株式会社（以下
「公開買付者」といいます。）による当社の普通株式（以下「当社株式」といいます。）及び本新株
予約権（下記「２．買付け等の概要」において定義します。以下同じです。）に対する公開買付け
（以下「本公開買付け」といいます。）に賛同の意見を表明するとともに、当社の株主の皆様に対し
ては、本公開買付けへの応募を推奨すること、及び本新株予約権の所有者（以下「本新株予約権者」
といいます。）の皆様に対しては、本公開買付けに応募するか否かについては本新株予約権者の皆様
のご判断に委ねることを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。
　なお、当社の上記取締役会決議は、公開買付者が本公開買付け及びその後に予定されている一連の
手続きを経て、当社株式を非公開化することを企図していること及び当社株式が上場廃止となる予定
であることを前提としております。詳細につきましては、2026年５月12日付公表の「Kamgras １
株式会社による当社株券等に対する公開買付けに関する賛同の意見表明及び応募推奨のお知らせ」を
ご参照ください。

１．公開買付者の概要

２．買付け等の概要
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② 2017年７月19日開催の当社取締役会の決議に基づいて発行
された新株予約権（「第10回新株予約権」といいます。）
（行使期間は2017年８月４日から2047年８月３日まで）
１個につき、金１円

③ 2018年８月15日開催の当社取締役会の決議に基づいて発行
された新株予約権（「第11回新株予約権」といいます。）
（行使期間は2018年９月４日から2048年９月３日まで）
１個につき、金１円

④ 2019年７月17日開催の当社取締役会の決議に基づいて発行
された新株予約権（「第13回新株予約権」といいます。）
（行使期間は2019年８月５日から2049年８月４日まで）
１個につき、金１円

⑤ 2020年７月15日開催の当社取締役会の決議に基づいて発行
された新株予約権（「第14回新株予約権」といいます。）
（行使期間は2020年８月５日から2050年８月４日まで）
１個につき、金１円

⑥ 2021年７月21日開催の当社取締役会の決議に基づいて発行
された新株予約権（「第15回新株予約権」といいます。）
（行使期間は2021年８月６日から2051年８月４日まで）
１個につき、金１円

⑦ 2021年11月17日開催の当社取締役会の決議に基づいて発
行された新株予約権（「第16回新株予約権」といいま
す。）（行使期間は2023年12月４日から2028年12月１日
まで）１個につき、金１円

⑧ 2022年７月20日開催の当社取締役会の決議に基づいて発行
された新株予約権（「第17回新株予約権」といいます。）
（行使期間は2022年８月５日から2052年８月２日まで）
１個につき、金１円

⑨ 2023年７月19日開催の当社取締役会の決議に基づいて発行
された新株予約権（「第18回新株予約権」といいます。）
（行使期間は2023年８月７日から2053年８月６日まで）
１個につき、金１円

⑩ 2025年５月21日開催の当社取締役会の決議に基づいて発行
された新株予約権（「第19回新株予約権」といいます。）
（行使期間は2029年６月１日から2033年９月30日まで）
１個につき、金１円

⑪ 2025年６月18日開催の当社取締役会の決議に基づいて発行
された新株予約権（「第20回新株予約権」といいます。）
（行使期間は2027年７月24日から2035年６月17日まで）
１個につき、金１円
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（上記①から⑪の新株予約権を総称して、以下「本新株予約
権」といいます。）

買付け予定数の下限 34,941,000（株）（注１）
買付け予定数の上限 ―（株）

（注１）当該買付予定数の下限について、買付け等を行った場合における買付け等後の公開買付者の
株券等所有割合（特別関係者の株券等所有割合を含みます。）は17.51％となります。なお、各株券
等所有割合の計算においては、基準株式数（199,552,867株）に係る議決権の数（1,995,528個）
を分母として計算しております。

（その他の注記）
（企業結合に関する注記）
　当社は、2025年４月１日に株式会社LiPLUSホールディングスの株式を取得し、子会社化しまし
た。

（1）取引の概要
①被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称：株式会社LiPLUSホールディングス及びその他２社(以下、LiPLUSグループ
という)
事業の内容：WEBサイトの運営管理、WEBシステム構築業務、インターネットでの広告業
務、プラットフォーム運営、管理

②企業結合の主な理由
LiPLUSグループを当社グループに迎え入れることによって、当社の有するデジタルマーケテ
ィングの知見を共有すること、また、「価格.com」内に生活領域ジャンルの総合型サイトを
新設することで生活領域ジャンルという大きな市場において更なる事業成長を見込めることか
ら、両社の企業価値向上を図ることが可能であると考えております。

③企業結合日
2025年４月１日

④企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

⑤取得した議決権比率
100％
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金額
支払対価の公正価値（現金） 3,943
取得資産及び引受負債の公正価値
現金及び現金同等物 448
その他の流動資産 82
非流動資産 696
流動負債 △759
非流動負債 △220
取得資産及引受負債の公正価値（純額） 247
のれん 3,696

金額
取得により支出した現金及び現金同等物 3,943
取得時に被取得会社が保有していた現金及び現金同等物 △448
子会社の取得による支出 3,495

（2）取得日現在における支払対価、取得資産及び引受負債の公正価値及び非支配持分
（単位：百万円)

（注）１.上記金額は株式取得後における価格調整が完了し、確定しています。これに伴
い、発生したのれんの金額は3,696百万円となりました。また、のれん以外の無
形資産（顧客関連資産）に配分された金額は589百万円となります。なお、無形
資産に配分された顧客関連資産は効果の及ぶ期間（５年）で償却しております。

（注）２.当該企業結合に係る取得関連費用は42百万円であり、すべて連結損益計算書の
「営業費用」に計上をしております。

（注）３.のれんの主な内容は、主としてLiPLUSグループの今後の事業展開によって期待さ
れる超過収益力であります。なお、当該のれんは税務上、損金には算入できませ
ん。

（3）取得に伴うキャッシュ・フロー
（単位：百万円）

（4）業績に与える影響
当社グループの連結損益計算書には、取得日以降にLiPLUSグループから生じた売上収

益及び当期利益が、それぞれ1,712百万円及び174百万円含まれております。
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貸借対照表（2026年3月31日現在）

科　　　　　目 金　　　額 科　　　　　目 金　　　額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
未 収 入 金
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有形固定資産
建 物
器 具 及 び 備 品
そ の 他
無形固定資産
ソ フ ト ウ ェ ア
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定
そ の 他
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
保 証 金
破 産 更 生 債 権 等
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

63,842
50,409
11,322
358
940
696
197
△81

23,643
2,044
735
1,309
０

3,075
2,846
218
9

18,524
4,433
10,777
281
1,822
1,169
41
39
△41　

流 動 負 債 25,447
買 掛 金 202
短 期 借 入 金 13,681
未 払 金 4,699
未 払 費 用 126
未 払 法 人 税 等 3,621
未 払 消 費 税 等 631
契 約 負 債 212
預 り 金 971
賞 与 引 当 金 792
役 員 賞 与 引 当 金 26
そ の 他 479
固 定 負 債 727
長 期 預 り 保 証 金 227
資 産 除 去 債 務 446
そ の 他 53
負 債 合 計 26,175

純資産の部
株 主 資 本 60,823
資 本 金 915
資 本 剰 余 金 1,210
資 本 準 備 金 1,087
そ の 他 資 本 剰 余 金 122
利 益 剰 余 金 59,386
そ の 他 利 益 剰 余 金 59,386
繰 越 利 益 剰 余 金 59,386
自 己 株 式 △689
評価・換算差額等 184
その他有価証券評価差額金 184
新 株 予 約 権 301
純 資 産 合 計 61,310

資 産 合 計 87,486 負 債 純 資 産 合 計 87,486

▊計算書類
(単位：百万円)

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

科　　　　　目 金　　　　　額
売 上 高 84,132
売 上 原 価 6,362
売 上 総 利 益 77,770
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 53,710
営 業 利 益 24,060
営 業 外 収 益 5,311
受 取 利 息 及 び 配 当 金 5,182
業 務 受 託 料 91
投 資 事 業 組 合 運 用 益 29
そ の 他 8
営 業 外 費 用 244
投 資 事 業 組 合 運 用 損 131
支 払 利 息 割 引 料 109
そ の 他 3
経 常 利 益 29,127
特 別 利 益 190
固 定 資 産 売 却 益 33
関 係 会 社 株 式 売 却 益 111
そ の 他 44
特 別 損 失 341
関 係 会 社 株 式 評 価 損 119
投 資 有 価 証 券 評 価 損 214
関 係 会 社 株 式 売 却 損 8
税 引 前 当 期 純 利 益 28,976
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 7,382
法 人 税 等 調 整 額 △231 7,151
当 期 純 利 益 21,824

(単位：百万円)

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 その他

資本剰余金
資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

2025年4月1日残高 915 1,087 50 1,138 53,382 53,382 △877 54,559
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △15,821 △15,821 △15,821
当 期 純 利 益 21,824 21,824 21,824
自 己 株 式 の 処 分 72 72 188 260
その他資本剰余金の
負 の 残 高 の 振 替 －

当 期 変 動 額 合 計 － － 72 72 6,003 6,003 188 6,264
2026年3月31日残高 915 1,087 122 1,210 59,386 59,386 △689 60,823

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金 評価・換算差額等合計

2025年4月1日残高 220 220 139 54,920
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △15,821
当 期 純 利 益 21,824
自 己 株 式 の 処 分 260
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額) △36 △36 162 126

当 期 変 動 額 合 計 △36 △36 162 6,390
2026年3月31日残高 184 184 301 61,310

(単位：百万円)

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
⒈ 資産の評価基準及び評価方法

有価証券
子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
　　　　　　　　　　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）
市場価格のない株式等
　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

　なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（金
融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）につ
いては、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近
の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によってお
ります。

⒉ 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産………………定額法

主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物…………………… 2 ~15年
器具及び備品………… ４~15年

無形固定資産………………定額法
　　　　　　　　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間（３～５年）に基づいて償却しております。

⒊ 引当金の計上基準
貸倒引当金…………………債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金…………………従業員に対する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち、当事
業年度の負担すべき額を計上しております。

役員賞与引当金……………役員に対する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち、当事業
年度の負担すべき額を計上しております。
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⒋ 収益及び費用の計上基準
当社と顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該

　　履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

① 価格.com事業
運営サイト『価格.com』等において、掲載店舗からの手数料収入、金融サービス、通信事

業者等の各種サービスを提供する事業者からの手数料収入、メーカー等からの広告収入を得
ております。

ショッピング事業における掲載店舗からの手数料収入は、当社のウェブサイト上における
掲載店舗の販売価格等の情報の掲載を通じて掲載店舗へウェブサイト閲覧者を送客するこ
と、または商品購入を手配することが履行義務であり、ウェブサイト閲覧者が掲載店舗のバ
ナーをクリックした時点、または掲載店舗において商品を購入した時点で履行義務が充足さ
れるため、当該時点で収益を認識しております。

サービス事業における金融サービス、通信事業者等の各種サービスを提供する事業者から
の手数料収入は、当社のウェブサイト上に掲載した事業者のサービス等の情報を通じて事業
者とウェブサイト閲覧者をつなぎサービスの提供を手配することが履行義務であり、ウェブ
サイト閲覧者が見積もり・資料請求を申し込んだ時点や契約を締結した時点等で履行義務が
充足されるため、当該時点で収益を認識しております。

広告事業におけるメーカー等からの広告収入は、『価格.com』等を媒体とするディスプレ
イ広告、タイアップ広告、ネットワーク広告等であり、広告主の求めに応じて当社のウェブ
サイト上に広告を掲載することが履行義務となります。このうち、ディスプレイ広告、タイ
アップ広告については、主に広告またはタイアップページを掲載する契約期間に応じて履行
義務が充足されるため、当該期間で収益を認識しております。また、ネットワーク広告につ
いては、広告がウェブサイト閲覧者のブラウザ上に表示された時点、もしくはウェブサイト
閲覧者がバナーをクリックした時点で履行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識し
ております。

また、本事業における取引の対価は履行義務を充足してから概ね２か月以内に受領してお
り、重大な金融要素は含んでおりません。

② 食べログ事業
運営サイト『食べログ』において、契約店舗からの手数料収入、個人利用者からの手数料

収入、メーカー等からの広告収入を得ております。
飲食店広告事業における契約店舗からの手数料収入は、検索での優先表示や店舗詳細情報
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の掲載を通じてユーザー集客のための販促サービスを提供することが主な履行義務でありま
す。これらの販促サービスの手数料収入については、契約掲載期間に応じて履行義務が充足
されるため、当該期間で収益を認識しております。

飲食店予約事業における契約店舗からの手数料収入及び個人利用者からの手数料収入は、
それぞれに対するオンライン予約サービスの提供が履行義務であります。契約店舗からの手
数料収入は、『食べログ』でネット予約をしたユーザーが予約店舗に来店をした時点で履行
義務が充足されるため、当該時点で収益を認識しております。また、インバウンド向けネッ
ト予約サービスにおける個人利用者からの手数料収入は、ユーザーがネット予約をした時点
で履行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識しております。

ユーザー会員事業における個人利用者からの手数料収入は、『食べログ』における各種の
有償サービスの利用提供が履行義務であります。手数料収入は、有料会員から得られる毎月
の利用料金であり、高度な検索機能等のサービス提供に応じて履行義務が充足されるため、
当該期間で収益を認識しております。

広告事業におけるメーカー等からの広告収入は、『食べログ』を媒体とするディスプレイ
広告、タイアップ広告、ネットワーク広告等であり、広告主の求めに応じて当社のウェブサ
イト上に広告を掲載することが履行義務となります。このうち、ディスプレイ広告、タイア
ップ広告については、主に広告またはタイアップページを掲載する契約期間に応じて履行義
務が充足されるため、当該期間で収益を認識しております。また、ネットワーク広告につい
ては、広告がウェブサイト閲覧者のブラウザ上に表示された時点、もしくはウェブサイト閲
覧者がバナーをクリックした時点で履行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識して
おります。

また、本事業における取引の対価は履行義務を充足してから概ね２か月以内に受領してお
り、重大な金融要素は含んでおりません。

③ 求人ボックス事業
運営サイト『求人ボックス』において、求人掲載事業者や採用企業からの手数料収入を得

ております。
手数料収入は、当社のウェブサイト上に掲載した求人情報を通じて求人掲載事業者や採用

企業へウェブサイト閲覧者を送客することが履行義務であり、主にウェブサイト閲覧者が顧
客の掲載情報等をクリックした時点で履行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識し
ております。
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また、本事業における取引の対価は履行義務を充足してから概ね２か月以内に受領してお
り、重大な金融要素は含んでおりません。

④ インキュベーション事業
不動産領域では、運営サイト『スマイティ』により、広告収入及び手数料収入等を得てお

ります。
旅行・移動領域では、運営サイト『フォートラベル』等により、広告収入及び手数料収入

等を得ております。
その他領域では、運営サイト『キナリノ』等により、広告収入及び手数料収入等を得てお

ります。
広告収入は、各運営サイトを媒体とするディスプレイ広告、タイアップ広告、ネットワー

ク広告等であり、広告主の求めに応じて当社のウェブサイト上に広告を掲載することが履行
義務となります。このうち、ディスプレイ広告、タイアップ広告については、主に広告また
はタイアップページを掲載する契約期間に応じて履行義務が充足されるため、当該期間で収
益を認識しております。また、ネットワーク広告については、広告がウェブサイト閲覧者の
ブラウザ上に表示された時点、もしくはウェブサイト閲覧者がバナーをクリックした時点で
履行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識しております。

手数料収入は、当社のウェブサイト上に事業者の商品やサービス等の情報を掲載すること
を通じて事業者とウェブサイト閲覧者をつなぎサービスの提供を手配することが履行義務で
あり、主にウェブサイト閲覧者が顧客のバナーをクリックした時点、またはウェブサイト閲
覧者が各運営サイトを経由して顧客に対して情報請求等を行った時点もしくは顧客店舗等に
おいて商品等を購入した時点で履行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識しており
ます。

また、本事業における取引の対価は履行義務を充足してから概ね２か月以内に受領してお
り、重大な金融要素は含んでおりません。
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（会計上の見積りに関する注記）
　会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しておりま
す。当事業年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の計算書
類に重要な影響を及ぼす可能性があるものはありません。
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短期金銭債権
長期金銭債権

982百万円
ー百万円

短期金銭債務 13,700百万円
長期金銭債務 115百万円

⒉ 有形固定資産の減価償却累計額 3,452百万円

当座貸越限度額の総額 39,000百万円
借入実行残高 －百万円
差引額 39,000百万円

営業取引の取引高 3,703百万円
営業取引以外の取引高 5,221百万円

普通株式 382,033株

（貸借対照表に関する注記）
⒈ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

⒊ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行5行と当座貸越契約を締結しております。
　　これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
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繰延税金資産
　未払事業税 197百万円

賞与引当金 249百万円
関係会社株式評価損 37百万円
一括償却資産 29百万円
ソフトウェア 472百万円
資産除去債務 140百万円
株式報酬費用 142百万円
その他有価証券評価差額金 9百万円
その他 689百万円

繰延税金資産合計 1,969百万円
繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 53百万円
その他有価証券評価差額金 94百万円

繰延税金負債合計 147百万円
繰延税金資産の純額 1,822百万円

（税効果会計に関する注記）
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類 会 社 等 の 名 称 議 決 権 等 の 所 有
（ 被 所 有 ） 割 合 関 連 当 事 者 と の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

（百万円） 科 目 期 末 残 高
（百万円）

子 会 社 株式会社カカクコム・
イ ン シ ュ ア ラ ン ス 直接 100.00％

所有

　
役員の兼任
資金取引 CMSの借入 － 短 期 借 入 金 1,993

子 会 社 株式会社タイムデザイ
ン 直接 87.13％

所有

　
役員の兼任
資金取引 CMSの借入 － 短 期 借 入 金 8,697

子 会 社 株 式 会 社 Ｌ Ｃ Ｌ 直接 100.00％
所有

　
役員の兼任
資金取引 CMSの借入 － 短 期 借 入 金 2,990

⒈ １株当たり純資産額 308円38銭
⒉ １株当たり当期純利益 110円33銭

（関連当事者との取引に関する注記）
⒈ 親会社及び法人主要株主等

　記載すべき重要なものはありません。

⒉　役員及び個人主要株主等
　　記載すべき重要なものはありません。

⒊ 子会社等

取引条件および取引条件の決定方針等
　CMS(キャッシュマネジメントシステム）の借入については、資金が日々移動するため、取引金額
は記載せず、期末残高のみ記載しております。借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定しており
ます。なお、担保は提供しておりません。

⒋ 兄弟会社等
　記載すべき重要なものはありません。

（収益認識に関する注記）
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報については、個別注記表「重要な
会計方針に係る事項に関する注記　4. 収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているた
め、注記を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
　連結注記表「重要な後発事象に関する注記」に記載しているため、注記を省略しております。
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EY新日本　有限責任監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鶴　田　純一郎
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 本　間　愛　雄
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 内　川　裕　介

独立監査人の監査報告書
2026年5月20日

株式会社　カカクコム
　　　取締役会　御中

　監査意見
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社カカクコムの２０２５年４月１日から２０２６年３
月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及
び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、会社計算規則第１２０条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で
求められる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠して、株式会社カカクコム及び連結子会社からなる企業集団の当
該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
　連結注記表「重要な後発事象に関する注記」に記載のとおり、会社は、２０２６年５月１２日開催の取締役会におい
て、Kamgras１株式会社による会社の普通株式及び本新株予約権に対する公開買付けに賛同の意見を表明するとともに、
会社の株主に対しては、本公開買付けへの応募を推奨すること、及び本新株予約権の所有者に対しては、本公開買付に応
募するか否かについては本新株予約権者の判断に委ねることを決議している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。

▊監査報告
連結計算書類に係る会計監査報告
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　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、連結計算書類を会社計算規則第１２０条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求めら
れる開示項目の一部を省略した会計の基準により作成し、適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用するこ
とが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど
うかを評価し、会社計算規則第１２０条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求められる開示項目の一部
を省略した会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立
案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付
ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意
を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、会社計算規則第１２０条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求
められる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書
類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入
手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関
して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な
不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻
害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　　上
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計算書類に係る会計監査報告

EY新日本　有限責任監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鶴　田　純一郎
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 本　間　愛　雄
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 内　川　裕　介

独立監査人の監査報告書
2026年5月20日

株式会社　カカクコム
　　　取締役会　御中

　監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社カカクコムの２０２５年４月１日から２０２
６年３月３１日までの第２９期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計
算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
　個別注記表「重要な後発事象に関する注記」に記載のとおり、会社は、２０２６年５月１２日開催の取締役会におい
て、Kamgras１株式会社による会社の普通株式及び本新株予約権に対する公開買付けに賛同の意見を表明するとともに、
会社の株主に対しては、本公開買付けへの応募を推奨すること、及び本新株予約権の所有者に対しては、本公開買付に応
募するか否かについては本新株予約権者の判断に委ねることを決議している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載
内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容
と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表
示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうか
を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が
ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立
案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の
事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう
かとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事
象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な
不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻
害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第29期事業年度における取締役の職務の執行につい

て監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします

1. 監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該

決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に

ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しまし

た。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取

締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲

覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締

役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人か

らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が

適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理

基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主

資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結財政状態計算書、連結損益計算書、

連結持分変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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監査等委員会の監査報告

2. 監査の結果

⑴ 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事

業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶ 連結計算書類の監査結果

　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年5月20日

株式会社カカクコム　監査等委員会
常勤監査等委員 平 井 裕 文 ㊞
監査等委員 梶 木 　 壽 ㊞
監査等委員 井 上 美 樹 ㊞

　（注）監査等委員梶木壽及び井上美樹は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上
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